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１．制度の概要 

概   要 

実施期間 

予算総額 

スキーム 

実施者 

平成１８年度～（継続中） 

１,５８１.７億円 

2/3以内補助・定額 

我が国製造業の国際競争力の強化及び新たな事業の創出を図るた
め、中小ものづくり高度化法の計画認定を受けた中小企業が、大学、
公設試等の研究機関等と連携して取り組む研究開発を支援。 

中小企業・小規模事業者の他、大学、公設試等による共同体 

実施形態 国からの直執行（補助金） 
※平成２５年度まで委託事業、平成２６年度から補助事業（一部委託事業） 

国 中小企業等による共同体 
公募・採択 







３．特定ものづくり基盤技術研究開発等計画の作成・認定申請（第４条） 
・中小企業が特定ものづくり基盤技術研究開発等計画（研究開発及び成果の利用）を作成し、経済産業大臣に認定申請 

２．特定ものづくり基盤技術高度化指針の策定（第３条） 

４．支援措置 
・戦略的基盤技術高度化支援事業（補助金）  
・日本政策金融公庫からの特別貸付 (特利③） 
・特許料等の特例（特許登録料及び特許審査請求料の負担軽減） 
・中小企業信用保険法の特例（普通保険等の別枠化、新事業開拓保険の限度額拡大） 
・中小企業投資育成株式会社法の特例（投資対象中小企業の範囲の拡大） 

○経済産業大臣が関係大臣に協議し、中小企業政策審議会の意見を聴いて策定 
【指針に規定する事項】 
①基本的な事項（高度化の必要性などの基本的な考え方） 
②特定ものづくり基盤技術ごとに次に掲げる事項  
・研究開発等の内容に関する事項 
・研究開発等の実施方法に関する事項       
・研究開発等の実施に当たって配慮すべき事項 

１．特定ものづくり基盤技術の指定（第２条） 
○経済産業大臣が指定 
【指定の要件】 
 ①ものづくり基盤技術振興基本法に規定される「ものづくり基盤技術」 
 ②中小企業によって事業活動の相当部分が行われているもの 
 ③我が国製造業の国際競争力の強化又は新たな事業の創出に特に資するもの  

 目的：我が国製造業の国際競争力の強化及び新たな事業の創出を図るため、中小企業が担う 
      特定ものづくり基盤技術の高度化に向けた研究開発及びその成果の利用を支援する。 

経済産業大臣が特定ものづくり基盤技術高度化指針に照らし認定 

 中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律の概要 

現在は、１２技術を指定 
 
デザイン開発 
情報処理 
精密加工 
製造環境 
接合・実装 
立体造形 
表面処理 
機械制御 
複合・新機能材料 
材料製造プロセス 
バイオ 
測定計測 
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○平成１８年６月の法施行後、１７技術を特定ものづくり基盤技術として指定。 
○その後、経済情勢、技術動向等を踏まえ、技術の追加及び見直しを実施。 

平成１８年度 法施行、特定ものづくり基盤技術の指定 
及び高度化指針の策定 

「粉末冶金」、「溶接」の追加 （全１９技術） 

【当初指定した１７技術】 
組込みソフトウェア、金型、電子部品・デバイスの実
装、プラスチック成形加工、鍛造、動力伝達、部材
の結合、鋳造、金属プレス加工、位置決め、切削
加工、織染加工、高機能化学合成、熱処理、めっ
き、発酵、真空の維持 

平成１９年度 「溶射」の追加 （全２０技術） 

平成２０年度 ９の技術（組込みソフトウェア、金型、 
電子部品・デバイスの実装、プラスチック成形
加工、粉末冶金、鍛造、鋳造、金属プレス、
熱処理）を改正 

経 過 

特定ものづくり基盤技術高度化指針の記載内容 

 中小企業が特定ものづくり基盤技術の高度化を図るために必要な取り組むべき研究開発等の方向性や実施方法を示すもので
あり、特定ものづくり基盤技術ごとに以下の事項が定められている。 
 
１．特定ものづくり基盤技術の高度化全般にわたる基本的な事項 
２．達成すべき高度化目標 
３．高度化目標の達成に資する特定研究開発等の実施方法 
４．特定研究開発等の実施するにあたって配慮すべき事項 

平成２４年度 【全２０技術を改正し、４技術の名称を変更】 
 溶射・蒸着、部材の締結、繊維加工、真空 
【２技術を追加 （全２２技術）】 
 冷凍空調、塗装 

平成２５年度   【２２技術を抜本改正（１１技術）】 
  情報処理、精密加工、製造環境、 
  接合・実装、立体造形、表面処理、 
  機械制御、複合・新機能材料、 
  材料製造プロセス、バイオ、測定計測 

平成２６年度 「デザイン開発」の追加 （全１２技術） 

（参考）特定ものづくり基盤技術の見直しの変遷 
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中小ものづくり高度化法の認定実績（技術分野別） 
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４．当省（国）が実施することの必要性 

• 中小企業を巡る環境として、川上・川下間の情報の非対称性、研究開発における不確
実性、人材確保・育成の困難性等の課題は、我が国産業を巡る構造的な課題であり、
本制度創設時に比してより厳しい状況にある。 

 
• 市場から求められる技術は、高度性・専門性が高く、研究開発の不確実性・リスクも高
まっている中で、中小企業による研究開発の取組を市場原理に委ねれば、必要な取組が
進まず、結果として、我が国産業の競争力に重大な影響を及ぼしかねない。 
 

• 産業構造の変化等も見据えて、我が国産業を支える基盤技術の高度化に向けた取組を
促す観点から、本事業は、中小ものづくり高度化法に基づき、特に国が支援すべき対象
技術を限定し、研究開発計画の法認定を受けた事業者に技術開発を支援するものであ
り、ハイリスクで波及効果の高いプロジェクトを選定しているところ。 
 

• こうした基盤技術は、外部経済性・波及効果が大きく、我が国産業の競争力強化に大き
く貢献しうるものであることから、国が実施する必要がある。 
 

 
（参考）中小ものづくり高度化法（抄） 
（資金の確保） 
第六条 国は、認定計画に従って行われる特定研究開発等に必要な資金の確保に努めるものとする。 



（参考）制度の目的及び政策的位置付け 

 

 ○新産業創造戦略２００５ （平成１７年６月） 
・高度部材産業・基盤産業への施策の重点化 

 
 ○新成長戦略 （平成２２年６月） 
・研究環境改善と産業化推進の取組を一体として進めることにより、イノベーションとソフトパワーを持続的に生み出し、成長
の源となる新たな技術及び産業のフロンティアを開拓していかなければならない。 
・イノベーション創出のための制度・規制改革と知的財産の適切な保護・活用を行う。 

 
  ○中小企業憲章 （平成２２年６月） 
・中小企業の技術力向上のため、ものづくり分野を始めとする技術開発を支援する。 
・経営革新や技術開発などを促すための政策金融や、起業、転業、新事業展開などのための資金供給を充実する。 
・業種間連携などの取組を支援し、力の発揮を増幅する。 

       
  ○日本再興戦略 （平成２５年６月） 
・医療、環境分野等の成長分野に中小企業・小規模事業者が直接参入しやすくする。 

   
 ○日本再興戦略改訂２０１４ –未来への挑戦- （平成２６年６月） 
・マーケットインの発想に基づく産学官連携による製品開発を促進するため、デザイン等を追加する。 

 
 ○未来投資戦略２０１７ （平成２９年６月） 
・中小企業・小規模事業者の技術開発からその事業展開における第４次産業革命への対応に向け、中小ものづくり高度
化法の指針などを含め技術開発の枠組みについて、IoT や AI 等の技術革新を一層取り込み付加価値向上を進めるた
めの見直しを本年度中に行う。 
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６．制度の実施・マネジメント体制等 
（１）制度の運営について 

 経済産業省本省が制度設計、予算確保を実施し、各管区の経
済産業局にて、採択等の執行業務を実施。 

 
（２）採択プロセスについて 

 事業者の採択にあたっては、以下の審査基準にて審査を実施。 
 
 ＜審査基準＞ ※公募時点で公表 
  Ⅰ．技術面からの審査項目 
   ①技術の新規性、独創性及び革新性 
   ②研究開発目標値の妥当性 
   ③目標達成のための課題と解決方法及びその具体的実施内容 
   ④研究開発の波及効果 
  Ⅱ．事業化面からの審査項目 
   ①目標を達成するための経営的基礎力 
   ②事業化計画の妥当性 
   ③事業化による経済効果 
  Ⅲ．政策面からの審査項目 
   ①産業政策との整合性 
   ②中小企業政策との整合性 
  

 上記、審査基準に基づき、外部有識者による技術面、事業化
面での審査、国による政策面の評価を実施後、外部有識者によ
る審査委員会を経て採択者を決定。 

 
（３）成果普及の取組 

 事業実施後、研究成果報告書、成果事例集を作成し、当該
成果の普及に取り組んでいる。 
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８．前回中間評価の結果 
総合評価概要  
○基盤技術は、今でも日本の優位性を発揮できる分野であり、それを創造的に革新し続けることこそ日本の技術的

存在価値をブランド化する方向である。本制度は、わが国の付加価値の高い先端的なものづくりを支える中小企
業に、更なる研究開発を促し、基盤技術の高度化を目指すものであり、適切なスキームを持つ他にはない優れた
中小企業支援制度である。  

○各地域から中小ものづくり高度化法による支援策は大変使い易く、自社で温めてきたリスクの高いテーマにチャレ 
  ンジ出来ると高い評価がある。  
○人材育成の効果も高く、今後も継続すべき制度である。  
○他のリソースをもった企業や研究機関との共同体制を構築することが重要であり、アドバイザーがハンズオン型

で企業とともに進行できるよう、自治体や支援機関によるサポートを高めることが必要である。   
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６．総合評価 

標準偏差 

評点結果
  

【評価項目の判定基準】 
１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性～５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・体制・資金・費用対効果等の妥当性 
     ３点：非常に重要又は非常によい  ２点：重要又はよい   １点：概ね妥当    ０点：妥当でない                   

【評価項目の判定基準】 
６．総合評価 
 ３点：事業は優れており、より積極的 
    に推進すべきである。 
 ２点：事業は良好であり、継続すべ 
    きである。 
 １点：事業は継続して良いが、大幅に 
         見直す必要がある。 
  ０点：事業を中止することが望ましい。 




